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１．はじめに 
（１）目的 
 大学教育再生戦略推進費のうち、大学改革推進等補助金、研究拠点形成費等補助金、国際化拠点

整備事業費補助金、人材育成連携拠点形成費等補助金（以下「補助金」という）は、大学等の教育

研究改革の取組を支援している。 
  一方、不正等によって多くの補助金の返還事例が発生していることから、不正等が発生した際の

文部科学省の対応を明確にすることで、大学、短期大学、高等専門学校（以下「大学等」という）

に対し注意喚起を図り、もって補助金の適正な執行に資することを目的として本方針を策定する。 
 
  ※本方針における不正等の定義 
    ① 補助事業者が、法令、補助金交付要綱、補助金の交付の決定の内容又は法令若しくは補

助金交付要綱に基づく大臣の処分若しくは指示に違反すること 
    ② 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用すること 
    ③ 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、虚偽、その他不適当な行為をすること 
    ④ 補助事業者が、補助事業にかかる教育研究を行う者として不適当と認められること 
 
（２）適用 
 本方針は、平成２６年４月１日以降適用する。ただし、２．（４）②及び③の内容については、こ

の方針の決定前に交付の決定が行われた補助金には適用しない。 
 
２．文部科学省における不正等への対応 
  大学等が告発等（大学等内外からの不正等の疑いの指摘、本人からの申出など）を受け付けした

場合は、文部科学省に対してその旨報告する。文部科学省が大学等から報告を受けた際は、大学等

に対して当該事案の速やかな全容解明を要請し、大学等から提出される報告書等を踏まえ、当該大

学等に対して改善を求める。 
 
（１） 文部科学省は、大学等から報告を受けた場合は、大学等に対して必要な指示を行うこととす

る。  
（２） 文部科学省は、大学等における調査が適切に実施されるよう、調査方針、調査対象及び方法等

の報告を受け、必要に応じて指示を行うとともに、当該事案の速やかな全容解明を要請する。大

学等は告発等の受付から２１０日以内に、調査結果、不正発生要因、再発防止計画等附属資料の

内容を含む最終報告書を提出する。調査の過程であっても、不正等の事実が一部でも確認された

場合は速やかに認定し、文部科学省に報告する。  
（３） 文部科学省は、調査の過程であっても、大学等から不正等の一部が認定された旨の報告があっ

た場合は、必要に応じ、不正等を行った教員が関わる補助金について、採択又は交付決定の保

留、交付停止、大学等に対する執行停止の指示等を行う。  
（４） 文部科学省は、大学等から不正等を認定した最終報告書が提出され、それを確認した場合は、



 
当該報告書の内容を踏まえ、以下の措置を講じることとする。  
① 大学等に対する措置  

       不正等があった補助金において、文部科学省は、大学等に対し、事案に応じて、交付決

定の取消し等を行い、また、補助金の一部又は全部の返還を求める。  
② 教員に対する措置  

       不正等があった補助金において、文部科学省は、不正等を行った教員等に対し、事案に

応じて、補助金を交付しないこととする。  
 ③ 事案の公表 

不正等があった場合、当該事案の概要（大学等名、不正等の内容、講じられた措置の内

容等）について、原則公表することとする。 
    ④ 新規事業採択時における確認 

 ①②の内容については、新規事業を採択する際に参考として活用する。 
（５） 文部科学省は、大学等が告発等により不正等の疑いを知り得た日から２１０日以内に最終報

告書の提出がない場合、以下の措置を講じることとする。  
ただし、報告遅延に合理的な理由がある場合は、当該理由に応じて文部科学省が別途、最終

報告書の提出期限を設けるものとする。  
・ 大学等が自らの責任を果たさないことにより最終報告書の提出が遅延した場合、文部科

学省は、当該大学等が関わる補助金について、採択又は交付決定の保留、交付停止、大学等

に対する執行停止の指示等を行う。 
（６） 文部科学省は、大学等から提出された最終報告書を確認し、調査が十分に実施され、再発防

止策が十分に構築されていると認めた場合は、（３）又は（５）で行った採択又は交付決定の保

留、交付停止、大学等に対する執行停止の指示等を解除する。 
 
 

（実施上の留意事項）  
（ア）  文部科学省は、大学等の責任により最終報告書の提出が遅延した場合をもって、

直ちに大学等の責任を問うものではない。  
（イ）  文部科学省は、教員に対する措置として、補助金を交付しないこととする場合

は、補助金交付要綱に基づき、措置を講じることとする。  
（ウ）  大学等から提出された最終報告書について、文部科学省との必要な協議を経な

かったことなどにより、調査方法及び報告書の内容等に重大な問題があった場合

は、文部科学省は、大学等に対し、最終報告書の再提出を求めることとする。  
（エ） 報告遅延に係る合理的な理由としては、教員の大学等に対する申立てにより、大

学等内の再調査が必要となる場合、捜査当局により関連資料が押収されている場

合や、不正等を行った教員が関連資料を 隠蔽
い ん ぺ い

するなど調査への協力を拒否する場

合等が該当する。  
  



 
附属資料 

報告書に盛り込むべき事項 
  
□ 経緯・概要  
  ○ 発覚の時期及び契機 （※「告発（通報）」の場合はその内容・時期等）  
  ○ 調査に至った経緯等  
  
□  調 査  
  ○ 調査体制 （※ 第三者〔当該機関に属さない弁護士、公認会計士等〕を含む調査委員会の設置）  
  ○ 調査内容  
   ・ 調査期間   
   ・ 調査対象 （※ 対象者（教員・業者等）、対象経費〔物品費、旅費、謝金等、その他〕）  
             （※ 当該教員が関わる他の補助金等も含む。）  
   ・ 調査方法 （例：書面調査〔業者の売上げ元帳との突合等〕、ヒアリング  
              〔教員、事務職員、取引業者等からの聴き取り〕等）  
   ・ 調査委員会の開催日時・内容等  
  
□  調査結果（不正等の内容）  
  ○ 不正等の種別（例：架空請求〔預け金、カラ出張、カラ雇用〕、代替請求等）  
  ○ 不正等に関与した教員（※ 共謀者を含む。）  
   ・ 氏名（所属・職（※現職））  
  ○ 不正等が行われたプログラム名  
   ・プログラム名、選定年度、補助期間、事業名  
   ・事業推進担当者氏名（所属・職（※現職））  

・交付決定額、確定額  
○ 不正等の具体的な内容 （※ 可能な限り詳細に記載すること。）  

   ・ 動機・背景  
   ・ 手法  
   ・ 不正等に支出された補助金等の額及びその使途  
   ・ 私的流用の有無  
  ○ 調査を踏まえた大学等としての結論と判断理由  
    
□  不正等の発生要因と再発防止策（※当該教員が関わる他の補助金等も含む。）  
  ○ 不正等が行われた当時の補助金等の管理・監査体制  
  ○ 発生要因 （※ 可能な限り詳細に記載すること。）  
  ○ 再発防止策  
  
□  添付書類   
（例：交付申請書、交付決定通知書、実績報告書、確定通知書、補助等の受取口座の写し、その他参考

資料（証憑類等）等）  
  
■ その他（大学等における当該事案への対応）  
  （例）関係者の処分、交付中の補助金等の取扱い、刑事告発等  
＊必ずしも当該報告書に盛り込む必要はないが、機関における当該事案への対応が決定次第、速やかに

文部科学省に報告することとする。 


